
はじめに

　気がつけば還暦を越えていた。大学の教員として、30歳代には30歳代にふ
さわしい研究、40歳代にはそれにふさわしい研究があると考えてきた。そこ
までは体力もあるし、国や自治体の審議会や研究会、あるいはマスコミを通
じた情報発信など、社会的に要請されることもあるので、充足感のある研究
活動はそれなりにできる。しかし、60歳代に近づいて、自分の知的好奇心が
かき立てられる研究テーマをみいだせることは幸せなことである。筆者に
とっては、その１つが、地方財政法の研究であった。
　石原信雄・二橋正弘『新版　地方財政法逐条解説』（ぎょうせい）という
本がある。平成11年に成立した地方分権一括法を受けて改訂されたもので、
出版年は翌年の12年である。20年以上が経過して新版が期待されているが、
まだ出版されていない。筆者は、ずいぶん昔にこの本を購入していたもの
の、当時は、中をみることもなかった。積ん読、というやつである。おそら
く、いつか役に立つかもしれないと思ったのであろうが、いまとなっては、
購入した動機も定かではない。しかし、本書でもっとも多く引用しているの
が同書である。購入して20年たって、初めてその価値が理解できたというこ
とになる。
　地方財政制度の制度研究を本格的に始めてみて、そこで気がついたこと
は、制度形成の歴史的文脈の重要性である。制度の評価は、経路依存性を踏
まえたものでなければ意味がない。白地からあるべき制度を構想することは
できても立案することはできないからである。もう１つは、制度として機能
するうえでの実施可能性（フィージビリティ）である。この制度がなぜこの
ようになっているのか、それは実務的な理由から、そうせざるを得ないから
だ、ということが地方財政制度には数多くある。むしろ、それがほとんどで
あるといってよい。
　典型例はシャウプ勧告における平衡交付金である。その部分の勧告は、事
務方との協議を経ずに書かれたものである。そこには、実施可能性という意
味で、３つの越えがたい壁があった。①総額決定（団体ごとに所要額を積み
上げて総額とすることは、国の予算編成過程を考えると不可能）、②財政需
要として算定しきれない部分の存在（非定型的な事務について財政需要を客

　　3



観的に捕捉することは不可能なので、財政需要の一部は留保財源対応とせざ
るを得ない）、③客観的な指標で概算で算定することの限界（災害に伴う財
政需要などで、特別交付金によって、個別団体の実情に即して算定する部分
が不可欠）の存在である。その３つの問題を技術的に克服して初めて地方財
政平衡交付金が誕生し、さらにそこにわが国の予算編成過程のパワーゲーム
の要素を加味して、地方交付税に改組された。筆者の経験から、大学の教員
にはこの実施可能性の観点が欠けていることがある。制度を企画して動かす
という観点で、制度のあり方をみる習慣があまりないからである。
　制度研究において欠かせない「歴史的文脈の理解」と「実施可能性の考
慮」の観点のうち、前者については、『日本地方財政史』『地方財政改革の現
代史』（いずれも有斐閣）で取り上げた。後者についは本書の地方財政法の
研究で初めて取り上げた。構想したものを法律に書き込んでいくことは容易
ではないが、その知的作業は、実施可能性の壁との闘いのようなものであ
る。地方自治法のような膨大な法典となると、その内容を歴史的文脈を踏ま
えて大系的に理解することはとてもできそうにない。地方財政法も同じで
あって、力量不足の筆者には目が届かないところだらけであるが、条文が比
較的少ないことに助けられてなんとか一通りの目配りをすることができた。
　本書は、地方財政法のいわゆる「逐条解説」ではない。条文の解釈のあり
方を定めるものではなく、歴代の逐条解説を並べて、それに関連する論考を
照らし合わせながら、条文に沿って、その改定の趣旨を明らかにしようとし
たものである。あえていえば、地方財政法の改正過程の歴史的文脈を、その
実施可能性という視点に立って、改正史として、研究者の視点で再構成した
ものと理解していだければありがたい。
　本書で何度も引用しているが、地方財政法が昭和23年に成立した翌年に、
起草者である奥野誠亮（後の自治事務次官、衆議院議員、文部大臣などを歴
任）と柴田護（後の自治事務次官）の連名で書かれた『地方財政法講話』
（地方財務協会）という冊子がある。奥野は地方財政平衡交付金法と地方税
法を担当課長として生み出し、柴田は地方交付税への改組を財政課長で担当
し、法定率32％への引き上げを財政局長で実現したという意味で、地方財政
制度の確立に貢献した両雄である。柴田は、またその時期に、現役官僚とし
て実名で『自治研究』に地方財政法に係る連作論文を掲載している。そこに
書かれた起草者たちの思いと、直近の『地方財政法逐条解説』の記述をつな
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げあわせて、そこに実務者たちの制度運営の歴史的文脈をみいだすことが本
書の目的である。
　地方財政法は、平成30年（2018年）で創設70年を迎えた。国や自治体の財
政担当者といった実務家が、実務に携わりながら、70年間の歴史的文脈を理
解することは容易ではない。本書がその課題の解消に役立つならば何よりも
幸いである。願わくば、その歴史的文脈の大切さについて思いをはせていた
だきたい。
　本書は、『地方財務』（ぎょうせい）に平成30年度から３年間にわたって連
載した「地方財政法の70年」の原稿をもとに、書き下ろしを加えた上で、加
筆、改訂をしたものである。このような書籍の刊行をお引き受けいただいた
株式会社学陽書房と、長年お世話になっている編集者の川原正信氏に、心よ
り感謝申し上げたい。ちなみに、学陽書房の創業は昭和23年５月であり、地
方財政法が成立する２ヶ月前である。
　筆者は、令和４年１月に、大学教員を辞して、国会同意を得て専任職の特
別国家公務員である総務省地方財政審議会会長に転籍した。とはいえ、本書
は筆者が大学教員時代に大半を執筆したものであり、本書の見解は私が所属
する機関の見解ではないことを付言しておきたい。

窓越しにまっすぐに伸びた木立をみながら、立川の自治大学校にて
小西　砂千夫

　　5



目　　次

序　章　地方財政法を学ぶ意義 ………………………………1

第１章　制定過程 ……………………………………………………5

 1　制定時と現在の対照  ………………………………………………5
 （１）　制定から現在までの大きな流れ　5
 （２）　制定時と現在の条文構成の比較　7
 （３）　地方財政法のあり方　14

 2　内務省解体を背景とした地方財政法の制定 ………………… 18
 （１）　内務省解体と地方財政への影響　18
 （２）　地方財政法制定のねらいと背景　20
 （３）　地方財政法制定時の各省の協力　22

 3　地方財政法の起草  ……………………………………………… 26
 （１）　地方財政法の意義と限界　26
 （２）　地方財政交渉法として構想　27
 （３）　６度にわたる書き直し　29

 4　地方自治法との関係  …………………………………………… 37
 （１）　地方財政法の創設時の地方自治法の改正　37
 （２）　地方自治法との関係整理のための課題　41
 （３）　規範法としての地方財政法　45

　

第２章　改正経緯 ………………………………………………… 49

 1　地方財政法の制定  ……………………………………………… 49
 （１）　地方財政法の改正における５つの時期区分　49
 （２）　70年間の改正経緯　50
 （３）　地方財政法制定時の国会審議　63

 2　224回の改正 ……………………………………………………… 67

6　　

 3　昭和24年から25年の改正 ……………………………………… 69
 （１）　昭和24年４月16日法律第26号〔第一次改正〕　69
 （２）　 昭和24年５月31日法律第168号「地方財政法の一部を改正する等の法律」

１条による改正　70
 （３）　 昭和25年５月30日法律第211号「地方財政平衡交付金法」附則14項に

よる改正　71

 4　昭和27年から29年の改正 ……………………………………… 72
 （１）　昭和27年５月23日法律第147号〔第二次改正〕　72
 （２）　昭和28年８月14日法律第208号〔第三次改正〕　77
 （３）　昭和29年５月31日法律第132号〔第四次改正〕　79

 5　昭和30年代の改正 ……………………………………………… 81
 （１）　 昭和32年５月23日法律第127号「地方財政法及び地方財政再建促進特別

措置法の一部を改正する法律」１条による改正　81
 （２）　 昭和35年４月30日法律第69号「地方財政法及び地方財政再建促進特別

措置法の一部を改正する法律」１条による改正　88
 （３）　昭和36年５月30日法律第99号〔第五次改正〕　93
 （４）　昭和38年６月７日法律第96号〔第六次改正〕　95

 6　昭和50年代の改正 ……………………………………………… 99
 7　地方分権改革に伴う改正 ………………………………………103
 8　臨時財政対策債の開始に係る改正 ……………………………108
 9　地方債の協議制のさらなる見直し ……………………………111
 （１）　 平成23年８月30日法律第105号「地域の自主性及び自立性を高めるため

の改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」15条による改
正　111

 （２）　 平成28年３月31日法律第14号「地方交付税法等の一部を改正する法律」
４条による改正　117

　

　　7



第３章　 財政運営の原則と違反行為への制裁規定　
（第１条～第４条、第25条～第26条） ……………121

 1　地方財政法の目的（第１条） ……………………………………121
 2　地方財政運営の基本（第２条） …………………………………123
 3　予算の編成（第３条） ……………………………………………125
 4　予算の執行等（第４条） …………………………………………126
 5　違反行為への制裁措置（第25・26条） ………………………127
 6　第26条に対する柴田の見解 ……………………………………132

第４章　年度間調整（第４条の２～第４条の４、第７条）
　　　　 …………………………………………………………………137

 1　財源保障と年度間調整（昭和29年の改正） ……………………137
 2　年度間の財政運営の考慮規定の追加（昭和32年改正） …… 142
 3　 年度間調整の規定の再整備（第４条の３・第４条の４、昭和35

年改正） ………………………………………………………………143
 4　 積立金の造成と処分および基金のあり方（第４条の３および第

４条の４の趣旨） ……………………………………………………147
 5　第４条の３と第４条の４の運用（国会審議から） ……………152
 6　剰余金の使途（第７条） …………………………………………154

第５章　割当的寄附の禁止（第４条の５） ………………157
 1　条文制定の経緯と国等に対する寄附金の禁止 ………………157
 2　割当的寄附金禁止の趣旨 ………………………………………161
 3　国等への寄附金等禁止とその緩和 ……………………………163

8　　

第６章　地方債（第５条～第５条の８、第８条） …………167

 1　地方財政法以前の地方債に関わる規定 ………………………175
 （１）　地方自治法発足時の規定　175
 （２）　地方自治法の第一次改正に伴う変更　177

 2　柴田の地方債への問題意識 ……………………………………178
 （１）　地方自治法第226条への批判　178
 （２）　許可制度のあり方など　181

 3　第５条の制定過程 …………………………………………………182
 （１）　条文制定における地方債の規定の位置づけ　182
 （２）　公営企業に関する規定等　183
 （３）　奥野の見方　185

 4　地方財政法制定時の第５条 ……………………………………186
 5　昭和27年の地方公営企業法の制定 ……………………………190
 6　昭和28年改正による地方債規定の充実 ………………………192
 （１）　改正条文　192
 （２）　第５条の改正　193
 （３）　第５条の２の創設　195
 （４）　第５条の３～第５条の５までの創設　196
 （５）　昭和36年改正　197

 7　地方財政再建促進特別措置法による起債制限 ………………198
 8　昭和38年の地方自治法の改正 …………………………………200
 9　許可制度の妥当性 …………………………………………………201
 （１）　「当分の間」について　201
 （２）　許可制度の必要性　202
 （３）　地方債の総額抑制のルール　204
 （４）　公営企業債を許可制度の下に置いた理由　206

 10　昭和41年の地方公営企業法の改正 ……………………………207
 11　東京都起債訴訟と起債制限の運用緩和 ………………………210
 12　協議制度の導入 ……………………………………………………215
 （１）　協議制導入への経緯　215
 （２）　地方自治法との関係　217
 （３）　協議制の運用　217

　　9



 （４）　特例措置としての許可制度　219
 （５）　不要許可債・不要協議債　221
 （６）　地方債の発行対象の明確化等　222
 （７）　公営企業債に関する見直し　224

 13　協議制度からのさらなる自由化 ………………………………225
 14　自治体財政健全化法に基づく起債制限 ………………………228
 15　特例的な地方債について ………………………………………230
 （１）　財源不足に対応する特例的地方債　230
 （２）　政策目的の推進のための特例的地方債　231
 （３）　地方財政法以外の法律に基づく地方債　235

 16　８条（財産の管理及び運営） ……………………………………237
　

第７章　国と地方の負担区分（第９条～第24条） ……241

 1　国と地方の負担区分の重要性 …………………………………241
 2　国と地方の負担区分の制定過程 ………………………………242
 3　地方財政法制定時の国と地方の負担区分の考え方 …………245
 4　自治制度の類型とわが国の折衷型制度 ………………………246
 5　シャウプ勧告の事務配分と封じられた神戸勧告 ……………250
 6　日本型自治制度における事務配分とその課題 ………………254
 7　昭和27年の改正の概要 …………………………………………257
 8　シャウプ勧告の負担区分論への柴田の反論 …………………265
 9　各条において留意すべきこと …………………………………272
 （１）　第９条　272
 （２）　 第10条　274
 （３）　第10条の２　278
 （４）　第10条の３　279
 （５）　第10条の４　280
 （６）　第11条　284
 （７）　第11条の２　286
 （８）　第12条　288

10　　

 （９）　第13条　290
 （10）　第14・15条　292
 （11）　第16条　295
 （12）　第17条　296
 （13）　第17条の２　297
 （14）　第18条　298
 （15）　第19条　299
 （16）　第20条　299
 （17）　第20条の２　300
 （18）　第21条　301
 （19）　第22条　303
 （20）　第23条　305
 （21）　第24条　305

 10　国と地方の負担区分に係る歴史的評価のために ……………307
　

第８章　地方公営企業（第６条） ……………………………311

 1　第６条の形成過程 …………………………………………………311
 2　制定時の条文に対する逐条解説の趣旨 ………………………316
 3　地方公営企業法の成立を受けた昭和28年の改正 …………319
 4　準公営企業を設けた昭和32年の改正 …………………………320
 5　昭和38年の改正 …………………………………………………326
 6　昭和41年の地方公営企業法の改正 ……………………………332
 （１）　地方公営企業制度調査会答申　332
 （２）　適用範囲の拡大　333
 （３）　一般会計等との負担区分　335
 （４）　地方公営企業の再建規定　339

 7　昭和41年の地方財政法第６条の改正 …………………………343
 8　第６条のこれまでの経緯と今後の法適用の拡大をめぐって
 　 …………………………………………………………………………346
 （１）　昭和41年改正までの動き　346
 （２）　自治体財政健全化法の影響と法適用の推進　349

　　11



　

第９章　 都道府県と市町村の関係等（第27条～第30
条の３） ………………………………………………………355

 1　都道府県と市町村の財政関係に関する規定 …………………355
 2　各条において留意すべきこと …………………………………357
 （１）　第27条　357
 （２）　第27条の２　359
 （３）　第27条の３　362
 （４）　第27条の４　363
 （５）　第28条　365
 （６）　第28条の２　367
 （７）　第29条　369
 （８）　第30条　369

 3　都道府県と市町村の二層制の柔軟化を想定して ……………370
 4　その他の規定 ………………………………………………………372
 （１）　第30条の２　372
 （２）　第30条の３　373

　

第10章　附則（第31条～第38条） …………………………375

 1　附則の変遷 …………………………………………………………375
 2　第32条─宝くじ等の発行 ………………………………………377
 3　第32条の２─公営競技納付金 …………………………………380
 4　第33条～第33条の９─地方債に関する特例的措置 ……… 382
 5　 第34条─第９条の例外 …………………………………………385
 6　第35条─北海道への特例措置 …………………………………386
 7　第36条～第38条─その他の特例措置 ………………………388

12　　

終  章　地方財政運営の中長期的課題 …………………391

 1　地方財政法の改正履歴が示すこと ……………………………391
 2　地方自治法との機能分担 ………………………………………393
 3　法整備における諸課題 …………………………………………393
 （１）　負担区分　393
 （２）　地方債発行の規制　394
 （３）　年度間調整　395
 （４）　地方公営企業　396
 （５）　割当的寄附等　396
 （６）　第26条のあり方　397
 （７）　暫定的措置への対応　397
 （８）　財務会計制度と財政分析の手法　398
 （９）　条件不利地域に対する振興策　398

 4　地方財政法の今後のあり方 ……………………………………398

　　13



９ 各条において留意すべきこと

(１) 第９条

　表７－１で示したように、第９条は表題こそ変わらないが、昭和27年の改
正で、事務の性格にかかわらず、例外を除いて、執行する自治体が全額を負
担することに改正されている。第９条はその後、地方自治法の改正によっ
て、広域連合が創設された際と、地方分権一括法によって地方の事務が自治
事務と法定受託事務に整理されたことに伴って改正されており、次の条文と
なっている。

　第９条について、石原・二橋逐条解説は、まず、負担区分の規定が必要と
なった理由を、明治以来の行政運営のなかで、国は地方に委任事務を課して
も経費負担は行わず、地方財政窮乏の原因となったことから、「このような
状況を解決するため、国・地方公共団体間の経費負担区分について論議が行
われ、一定の事務については国が恩恵的に補助金を交付するというのではな
く、国と地方公共団体が共同責任として、その経費を分担しあうといういわ
ゆる国庫負担の観念が生じた（115頁）」と説明している。すなわち、それを
成文化したものが昭和23年の地方財政法である。
　ついで、その改正が必要となったのは、シャウプ勧告が、「全部あるいは

　（地方公共団体がその全額を負担する経費）
第 九条　地方公共団体の事務（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七
号）第二百五十二条の十七の二第一項及び第二百九十一条の二第二項
の規定に基づき、都道府県が条例の定めるところにより、市町村の処
理することとした事務及び都道府県の加入しない同法第二百八十四条
第一項の広域連合（第二十八条第二項及び第三項において「広域連
合」という。）の処理することとした事務を除く。）を行うために要す
る経費については、当該地方公共団体が全額これを負担する。ただ
し、次条から第十条の四までに規定する事務を行うために要する経費
については、この限りでない。

272　　

一部国庫補助・負担金は、奨励的補助金及び公共事業費補助金を除き原則と
して廃止して、行政事務の再配分を行い、行政事務の責任をもつ団体がその
経費を負担すべきであり、地方公共団体に対する財源措置としては、地方税
及び地方財政平衡交付金によるべきであると勧告した（115～116頁）」から
であって、シャウプ勧告を受けて、地方財政平衡交付金が創設されたこと
で、普通補助・負担金についてはその存廃を検討し、地方財政平衡交付金へ
組み入れられることとなったと説明する。地方財政平衡交付金法は昭和25年
から施行されたが、地方行政調査委員会議による行政事務の再配分の帰趨を
見極める意味もあって、25、26年度の両年度に限り、負担区分に関する規定
の適用を停止している。
　そのうえで、昭和27年の改正では、行政事務の再配分が大きな規模では行
われなくなったことを受けて、機関委任事務、団体委任事務等の事務の性格
を問わず、「これらの事務のいずれについても、国又は地方公共団体に対す
る利害の強弱とは関係なく、全額地方公共団体がその経費を負担するもので
ある。そしてその財源は、まず地方税をもって充足し、なお不足する場合
は、地方財政平衡交付金によって完全にこれを保障することとなった（117
頁）」と述べている。
　ついで、平成10年に閣議決定された地方分権推進計画においても、自治体
が担う事務に関する経費は当該自治体が全額負担する原則を堅持すると同時
に、国が経費の一部または全額を負担する場合には、国庫負担金と国庫補助
金の区分を明確にすることが特に重要と考えられることから、「今後、社会
経済情勢の変化に応じ、それぞれの経費の性格に着目して、区分を明確に
し、その区分に応じて地方財政法や関係法令の規定等を整理する」と書き込
まれたことを受けて、従来の考え方を踏襲することが確認されたと、石原・
二橋逐条解説は記述している。
　第９条では、但し書きで、第10条から第10条の４に基づいて、国が全額ま
たは一部を負担する例外が設けられているが、それらの例外が設けられた理
由として、石原・二橋逐条解説は、「本条が改正された昭和二十七年当時、
国と地方公共団体との間に徹底した事務再配分が実現されず、国庫補助・負
担金の大規模な平衡交付金への組み入れが行われなかったため、従来に引き
続いて国と地方公共団体が共同して経費を負担する事務を認めざるを得な
かったという沿革的な理由にもよるものであった。（118～119頁）」としてい
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